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第 回

はじめに

移転価格税制は，海外のグループ企業との

取引を通じた所得の海外移転に対処するため

に，昭和６１年に租税特別措置法として導入さ

れました。制度導入後，平成３年に更正の期

間制限を６年に延長，独立企業間価格を算定

するために必要となる資料情報等の入手のた

めの質問検査権の創設，国外関連者に対する

寄付金の全額損金不算入等，平成１６年に独立

企業間価格の算定方法に取引単位営業利益法

（売上高営業利益率，総原価営業利益率）を

追加，平成１７年に国外関連者の範囲に実質支

配関係の概念を導入，平成１８年に推定課税適

用時の独立企業間価格の算定方法を追加，平

成１９年に租税条約相手国との相互協議に係る

納税猶予制度の創設，平成２２年に価格算定文

書の明確化，平成２３年に独立企業間価格の算

定方法に係る適用の優先順位を見直し，個々

の事案に応じて最も適切な方法を選定する仕

組みへの改正，平成２５年に取引単位営業利益

法の営業利益水準指標に営業費用売上総利益

率（いわゆるベリー比）を追加，平成２８年に

欧米の多国籍企業を中心とする各国の税制や

国際課税ルールの盲点を巧みに活用した国際

的租税回避行為に的確に対処するために立ち

上げられた「税源浸食と利益移転（BEPS）

プロジェクト」の行動計画１３（移転価格文書

化）に係る最終報告書の内容に沿った移転価

格税制に係る文書化の整備の改正等を得て，

現在に至っています。

移転価格税制に係る文書化の概要は，前事

業年度の連結総収入金額が１０００億円以上の

多国籍企業グループ（特定多国籍企業グルー

プ）が提供する文書の新設と，国外関連取引

を行う法人が作成する文書に大別され，前者

は，国別報告書（cbcレポート），事業概況

報告書（マスターファイル）であり，後者は

独立企業間価格を算定するために必要と認め

られる書類（ローカルファイル）として平成

２２年に明確化された価格算定文書の規定を整

備するとともに，前事業年度の一の国外関連

者との取引金額の受払いの合計額が５０億円以

上（無形資産の場合には３億円以上）の場合

に，確定申告書の提出期限までに作成義務を

課するものです（移転価格税制に係る文書化

制度の詳細については，「移転価格税制に係

る文書化制度に関する改正のあらまし」（平

成２８年６月）（http : / / www. nta. go. jp /

shiraberu/ippanjoho/pamph/pdf/h２８iten―

kakaku.pdf）を参考にしてください。）。

国税庁においては，移転価格税制に係る文

書化制度の整備等の円滑な執行に配意し，平

成２８年６月２８日付「移転価格事務運営要領の

一部改正について（事務運営指針）」，平成２８

年６月に「独立企業間価格を算定するために

必要と認められる書類（ローカルファイル）

作成に当たっての例示集，平成２８年１０月に「移

転価格文書化制度（FAQ）」及び「国別報告

事項を自主的に提供した場合の取扱いについ

て」，平成２９年６月に，「移転価格ガイドブッ

ク～自発的な税務コンプライアンスの維持・

（国際税務支援サービス税理士法人 顧問） 税理士 澤 田 耕
２
移転価格税制に係る文書化制度への
対応等について
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向上に向けて～」及び「移転価格文書化制度

に関する個別照会について」を公表していま

す。

なお，国外関連取引を行っている法人は，

国外関連者の事業概要や営業収益，国外関連

取引の状況，独立企業間価格の算定方法等を

記載する別表１７�「国外関連者に関する明細
書」（以下，「別表１７�」といいます。）を確
定申告書に添付することが従来から義務づけ

られています。法人税申告書の他の別表が法

人課税所得等の計算に関連するものが多い中

で，別表１７�は税務当局が移転価格税制上の
検討を行う上で必須となる事項を絞り込んだ

内容になっており，移転価格の調査選定等に

活用されているものと考えられます。

特定多国籍企業グループが提供を要請され

る国別報告書（cbcレポート），事業概況報

告書（マスターファイル）は，最終親会社の

平成２８年４月１日から開始する事業年度から

適用され，独立企業間価格を算定するために

必要と認められる書類（ローカルファイル）

は平成２９年４月１日から開始される事業年度

から適用されることとなっています。

本稿では，「我が国の移転価格税制の特徴」，

「移転価格税制への対応の困難性」，「独立企

業間価格の算定において留意すべき事項」及

び「ローカルファイル等の作成に関して留意

すべき事項等」等について説明します。

� 我が国の移転価格税制の特
徴

我が国の移転価格税制の主な特徴は次のと

おりです。

一番目は，移転価格税制は，我が国の法人

が受領する（又は支払う）対価が独立企業間

価格に満たない（又は超えている）時に，我

が国の所得が減少している場合に限定して適

用されることとなります。したがって，我が

国の所得が過大となっている場合には，租税

条約に基づく相互協議の合意がある場合を除

き，法人課税所得の計算上減算することはで

きません。

二番目は，我が国又は外国で申告された所

得に対して，移転価格課税が実施されること

から，必然的にいずれか一方の国で課税済み

の所得に対して新たに課税されるという経済

的二重課税の状況が生じます。このような経

済的二重課税は租税条約に基づく相互協議に

よって解消されるのが一般的です。

三番目は，移転価格税制の適用に当たって

は，法人が所得を海外に移転するなどの租税

回避行為の意図等を有していることを課税要

件として求められていません。

四番目は，我が国の移転価格税制は，あく

まで法人課税所得の計算においてのみ適用さ

れるものであり，企業に対して取引価格の修

正を求めるものではないというスタンスを取

っています。したがって，移転価格課税が実

施される場合には，流出処理を原則としてお

り，取引価格と独立企業間価格の差額を国外

関連者からの回収を求めていません。

� 移転価格税制への対応の困
難性

プロフィール
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１ 取引当事者が所在する双方の税務当局へ

の対応

移転価格税制は，既述のとおり，海外のグ

ループ企業との取引を通じた所得の海外移転

に対処するために導入されている制度であり，

我が国のみならず，先進国及び発展途上国の

多くにおいて自国の課税権を確保するために

導入されています。したがって，我が国にお

ける移転価格税制の課税リスクを回避するだ

けでは十分とはいえず，国外関連者が所在す

る国等の課税リスクを回避するための検討も

必須の作業となります。移転価格に関する国

際的なルールとしては，OECD移転価格ガ

イドライン―「多国籍企業と税務当局のため

の移転価格算定に関する指針」が存在してい

ます。我が国の移転価格税制の執行において

は，移転価格の事務運営指針の基本方針に「移

転価格税制に基づく課税により生じた国際的

な二重課税の解決には，移転価格に関する各

国税務当局による共通の認識が重要であるこ

とから，調査又は事前確認審査に当たっては，

必要に応じ OECD移転価格ガイドラインを

参考にし，適切な執行に努める。」と記載さ

れ，同ガイドラインに沿って移転価格税制の

執行を行うことを表明しています。しかしな

がら，外国の税務当局によっては，自国の課

税権確保に重点を置いた執行を行い，必ずし

も，OECD移転価格ガイドラインに記載さ

れた考え方に沿った執行を行っていない国も

存在していることから，OECD移転価格ガ

イドラインに従った考え方で移転価格を算定

したとしても，国際的な二重課税のリスクが

必ずしも解消されないケースが存在します。

したがって，我が国及び外国の移転価格税制

の執行の動向や独立企業間価格の算定等に係

る考え方を十分認識した上で，対応を行って

いく必要があります。

２ 独立企業間価格の算定の困難性

独立企業間価格の算定において，一般的に

は，比較対象取引の選定が必須の作業となり

ます。比較対象取引の選定に当たっては，�
国外関連取引に係る棚卸資産の特徴や役務の

性質等が同種又は類似，�売手又は買手が負
担するリスクや使用する無形資産等の果たす

機能の類似性，�貿易条件，決済条件等の契
約条件の類似性，�取引市場，取引段階，取
引規模，取引時期などの類似性，�売手や買
手の市場開拓等の事業戦略や市場参入時期な

どの事業戦略の類似性，�その他の特殊事情
等を勘案することが求められています。

比較対象取引として，資本関係等がない第

三者と自ら行っている取引（内部取引）を採

用とする場合と，第三者間で行われている取

引（外部取引）を採用とする場合があります。

内部取引を比較対象取引として採用する場合

の比較可能性の検証は，必要となる情報等を

自らが保有していることから，ある程度精緻

に行うことが可能です。しかしながら，比較

対象取引として採用できる内部取引を行って

いるケースは少なく，外部取引に比較対象取

引を見出すことにならざるを得ないケースが

大半と考えます。法人が外部取引に関して入

手できる情報は公開情報に限定されており，

厳格な意味での比較可能性を十分確保できる

比較対象取引を選定することができるケース

は稀であり，比較可能性の基準を緩和しなが

らの選定作業が必要となります。当該基準を

大幅に緩和しすぎると比較対象取引としての

要件を満たさなくなり，厳格すぎると比較対

象取引が存在しない状況となることから，比

較可能性の基準をどこまで緩和するかという

見極めが重要となります。
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また，利益分割法を採用する場合において

も，利益を分割する指標として採用するデー

タが独立企業の原則に基づいて移転価格を算

定するために合理的であるという立証は極め

て困難であると考えます。

� 独立企業間価格の算定にお
いて留意すべき事項

１ 取引当事者の機能分担とリスク負担の明

確化

取引当事者が果たしている機能やリスクを

明確にしても，個々の機能やリスクを具体的

に数値化して，取引価格に反映させることは

不可能に近い作業であると考えます。しかし

ながら，比較対象取引を選定する作業におい

ては，取引当事者が個々に果たしている機能

分担とリスク負担の確認作業が不可欠となり

ます。「機能」は，設計，製造，組立て，研

究開発，役務の提供，購入，市場開拓，宣伝，

輸送，資金管理，経営などが考えられ，「リ

スク」は，マーケットリスク，在庫リスク，

設備等の投資リスク，研究開発リスク，為替・

金利変動リスクなどが考えられます。

このような機能分担やリスク負担を国外関

連者との間で明確にした上で，可能な限り契

約書の中身に織り込んでおくと，移転価格調

査で実施される比較対象取引の検討時に有用

な説明資料として活用できます。

２ 比較対象取引の選定プロセス

比較対象取引の選定に当たっては，上記�
２で記載した各種の類似性が求められていま

す。しかしながら，すべての類似性を満たし

ている比較対象取引が存在しているケースは，

皆無であると言っても過言ではなく，多くの

場合には，入手可能な公開情報である企業情

報データベースを用いて，業種分類コードに

基づき，同種・類似の資産を取り扱い，類似

の機能を有する法人を抽出後，売上規模等の

定量的基準や取扱商品や機能等の定性的基準

により，比較可能性の検証を行い，比較対象

取引の選定を行うこととなります。なお，デ

ータベースによる選定だけではなく，有価証

券報告書などを用いて，より詳細な比較可能

性の検討を行うことが求められていますので

留意が必要です。

比較対象取引が存在しない場合には，各種

の類似性の要件を徐々に緩和していくことと

なりますが，最初から大幅に要件を緩和して

いたのでは，選定された比較対象取引の適正

さに疑義が生じることとなります。また，複

数の比較対象取引を選定し，フルレンジで独

立企業間営業利益率の幅を（レンジ）を設定

する場合に，当該レンジが１０％を超えてい

るような結果であれば，税務調査で比較対象

取引の合理性に疑義がもたれる可能性が非常

に高いものと推測されることから，比較対象

取引の更なる検討を行う必要があると考えま

す。なお，段階的に比較可能性の基準を緩和

して比較対象取引の選定作業を実施する場合

には，そのプロセスを確実に記録しておくこ

とが重要です。

３ 利益の配分状況の検証

適切に独立企業間価格を算定していること

から，取引当事者間の利益配分状況の検証は

不要ではないかとの意見が散見されます。国

税庁は，『利益配分の検討において，移転価

格分析等を行っている場合でも，国外関連取

引に係る切出損益資料を作成していなかった

ため，利益配分の検討がされていないことが

あります。移転価格分析を行う場合には，国

外関連取引に係る切出損益を作成し，国外関

連取引当事者の機能等を検討した上で，利益
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配分が適切になっているか検討することが重

要となります。』（平成２９年６月国税庁 移転

価格ガイドブック P４１）と利益の配分状況の

検証が重要である旨を表明しています。加え

て，取引当事者の利益状況の情報は，ローカ

ルファイルの一部として必要な情報であると

規定されています。

既述のように，移転価格税制は，国外関連

取引を利用した所得の海外への流出を防止す

るための制度であり，取引当事者が果たす機

能やリスク負担に即した利益配分になってい

るか否かを検討することが調査の大きなポイ

ントであると考えます。したがって，適切に

比較対象取引を抽出し，独立企業間価格を算

定して取引価格に反映しているから課税リス

クは少ないと判断するのは危険です。国際的

な指標が存在する場合を除いて，独立企業間

価格は，公表された複数の比較対象法人の財

務データに基づき独立企業間営業利益率の幅

を設定するケースが多いものと推測されます。

比較可能性の基準を徐々に緩和して比較対象

法人を選定している実情を踏まえると，選定

された比較対象法人の比較可能性の問題点を

移転価格調査で指摘することは，それほど困

難な作業とはならないと考えます。そもそも，

法人単位の財務データ等を使用することに合

理性があるのか，公開された情報で機能分担

やリスク負担等に関する比較可能性の的確な

検証を行うことが可能なのかという根本を揺

るがすような疑念も存在しています。

このような独立企業間価格の算定方法の不

完全性をサポートできるのが，取引当事者間

の利益配分状況の検証であると考えます。例

えば，独立企業間価格を比較可能性が十分担

保されていない情報に基づいて算定している

場合においても，取引当事者間の利益配分の

実績が機能分担や負担リスクに概ね合致して

いると判断（調査担当者の感覚的な判断とな

りますが）される場合には，独立企業間価格

の算定方法に問題はあるものの，海外への所

得が流出している事実が認められず，移転価

格課税を目指した調査は展開されないのでは

と推測します。逆に，独立企業間価格の算定

のみで，取引当事者間の利益配分状況を確認

していない場合には，移転価格調査で利益配

分状況を確認することが求められ，確認され

た利益配分状況が異常であるとの感触を調査

担当者が持った場合には，移転価格課税に向

けた本格的な調査に移行される可能性が高く

なると思われます。

国外関連取引の利益配分については，取引

当事者の損益計算書から国外関連取引に係る

損益を区分して切り出すことにより作成し，

明確に区分できない費用（共通経費）がある

場合には，合理的な基準を用いてその費用を

国外関連取引とそれ以外との取引とに配賦し，

営業損益を算出することになります。ここで，

国外関連取引と第三者との取引の区分が困難，

相当な事務量を要する，親会社からデータの

提供が行われない等の理由から，国外関連取

引に限定した利益配分状況を確認できないと

の声も聞こえてきます。

しかしながら，取引当事者間の利益配分状

況の検証は，上記で記載したように非常に重

要な役割を有しています。厳密な計算は困難

であり，相当な事務量の投入が必要となる状

況においても，一定の前提条件で売上原価や

販売管理費等を推計するなどの簡便的な方法

で利益配分状況の検証を行うことが必要と考

えます。

なお，海外の関連者から必要となるデータ

が提供されない場合には，我が国における課
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税リスクが大きくなるなどの説明を海外の関

連者に繰り返し実施し，情報入手の努力を確

実に行っている事実を記録に残しておくこと

が必要です。

� ローカルファイル等の作成
に関して留意すべき事項等

１ ローカルファイルの概要

ローカルファイルは，租税特別措置法規則

第２２条の１０第１項において，国外関連取引に

係る独立企業間価格を算定するために必要な

書類として，国外関連取引の内容を記載した

書類及び国外関連取引に係る独立企業間価格

を算定するための書類に区分されて規定され

ています。更に，ローカルファイルに加えて，

同条第６項において，独立企業間価格を算定

するために重要と認められる書類が規定され

ています。

なお，国外関連者が所在する国・地域の移

転価格文書化制度は，それぞれのニーズに基

づき設定されていますので，我が国において

は提供，作成義務が課されていない場合にお

いても，外国では必要とされているケースが

多々生じていますので，言うまでもありませ

んが，最新の情報を入手の上，的確な対応を

行っていくことが必要となります。

２ コンパクトなローカルファイルの作成

ローカルファイルは，法人税確定申告書の

提出時に添付することが要件とされているも

のではなく，法人税調査が実施された際に，４５

日以内の調査官が指定する日までに提出が求

められるものです。したがって，多大なコス

トを投じて大論文的なローカルファイルを作

成したとしても法人税調査が実施されなけれ

ば日の目を見ないこととなります。加えて，

詳細なローカルファイルを作成したとしても，

法人税調査において提出しただけで調査が終

わるものではなく，事実関係や記載内容の正

否等を確認するためのヒアリング等が実施さ

れるものと思われます。加えて，ローカルフ

ァイルの作成は，国外関連取引の取引当事者

双方に要求されるものであり，コスト削減の

観点から一方の取引当事者で作成したものを

双方で共有する場合にはローカル言語への翻

訳の必要性が生じ，翻訳に係る事務量・コス

トが発生します。移転価格税制に係る文書化

対応コストが多額になると，現状の事業戦略

等にも少なからず影響を与えることとなりま

す。そこで，過去の法人税調査サイクル等を

勘案した上で，ローカルファイルを移転価格

税制で要請される必要最低限の情報等を記載

するコンパクトな内容とし，法人税調査時に

補足説明を行っていくことを基本方針として

移転価格コンプライアンスコストの削減を図

るなどの検討も必要であると考えます。

３ 内外の課税当局への対応を念頭に置いた

検討

国外関連取引が一方の国の課税当局におい

て独立企業間価格で行われていると判断され

た場合において，必ずしも相手国の課税当局

が独立企業間価格であると判断するとは断言

できないことから，相互協議の合意に基づく

事前確認が行われている場合を除いて，移転

価格課税リスクを完全に解消することは困難

であると考えます。したがって，独立企業間

価格の算定作業においては，取引当事者の双

方の税務当局の動向等を十分に注視しながら，

取引当事者と慎重な協議・検討等を行った上

での作業が必須のものとなります。

おわりに

国税庁が公表している「各事務年度法人税
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項目 ／ 事務務年度 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年

非違把握件数（件） １００ １４６ １８２ ２２２ １７０ ２４０ ２１８

申告漏れ所得金額（億円） ６８７ ６９８ ８３７ ９７４ ５３４ １７８ １３７

等の調査事績の概要」に記載されている移転

価格税制に係る調査に関する過去７年の係数

は次のとおりとなっています。

非違把握件数は各事務年度の変動はあるも

のの増加傾向を示しており，役務提供取引等

の簡易な移転価格事案の増加，従来は国外関

連者に対する寄付金と処理されていた取引に

移転価格税制が適用されたこと等が大きな要

因ではないかと推測されます。申告漏れ所得

金額は，件数の増加とは反対に，２６事務年度

に大幅に減少し，２７事務年度は更に減少した

結果となっています。国税当局の移転価格税

制の執行方針や執行体制に大きな変化がない

状況において，ここ２年の移転価格課税に係

る申告漏れ所得金額の大幅な減少は，移転価

格に係る事前確認制度の積極的な活用や法人

の移転価格に対する意識の向上等，移転価格

に対するコンプライアンスの全体的な高まり

による大型課税事案の減少が大きな要因では

ないかと推測されます。このような状況下で，

移転価格文書化制度の導入が我が国の移転価

格税制の執行にどのように影響するかが読者

の皆様の大きな関心事であると思われますが，

個々の法人の移転価格税制に対するこれまで

の準備・対応に大きく左右されるのではない

かと考えます。国外関連取引に係る価格設定

に的確な検討・対応等を行ってきた法人の場

合には，移転価格文書化制度の導入により我

が国の国税当局に新たに提供することとなる

情報はそれほど多くないものと考えます。逆

に，別表１７�を添付していない又は記載内容

が不十分であった法人の場合には，国税当局

が移転価格文書化制度により新たな情報を入

手できるため，移転価格調査を受ける可能性

は高まるものと推測されます。これまでの移

転価格問題に対する取り組みを客観的に評

価・分析を行い，不足している場合には適切

に対応し，移転価格課税リスクを最小限に抑

えるなど事業経営の安定性を確保しておく必

要があると考えます。

なお，ローカルファイルの同時作成義務が

免除されている国外関連取引であっても，税

務調査時にローカルファイルに相当する資

料・情報の提供を調査担当者の指定する６０日

以内に提供することが求められています。税

務調査で要請される場合に備えてローカルフ

ァイルに相当する文書等を作成する場合には，

独立企業間価格の算定など外部の専門家に作

業依頼を行わざるを得ない部分もあり，新た

なコストが必要となります。国税当局が同時

文書化義務を免除されている国外関連取引に

係る移転価格調査をどの程度実施していくか

が明らかでない状況において，移転価格文書

化制度に過敏に対応することなく，過去の法

人税調査サイクル，国外関連取引規模，取引

当事者間の利益配分状況等を総合勘案し，移

転価格課税リスクの有無や大小を判断した上

で必要最低限の対応を行っておけばよいので

はと考えます。
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